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オンライン診療のポテンシャル
世界でのオンライン診療の普及率について、デロイトは「医師とのビデ
オ通話によるオンライン診療の割合は、2019年の1%から2021年に
は全世界で5%に上昇する」とグローバル版本文で論じている。米国で
はオンライン診療の利用を経験した人の割合がCOVID-19流行前の
14％から57％に上昇したとのデータもあり、COVID-19を契機にオン
ライン診療がグローバルで急速に普及していることが分かる1。
デロイトが日本で患者5,000名に対して2020年6月に実施した調査
においても、約半数にあたる48%の患者が「COVID-19の影響により
「なるべく通院は控えたい」と回答している2。また同調査では30％超
の患者が「オンライン診療に対して外出自粛、感染防止の観点から期
待している」と回答しており、日本においてもCOVID-19の蔓延を契機
に大きな潜在的なニーズが顕在化しつつある。

規制改革への期待と相次ぐ参入、高齢化社会における 
オンライン診療への期待
日本では2020年4月に、COVID-19の影響下で特例的にオンライン
診療による初診を解禁する法規制の緩和が行われ、遠隔でのファクシ
ミリを活用した処方も可能になるなど、規制緩和が行われている3。上
記のデロイトの日本での調査においても、オンライン診療の認知率は
40％を超えている一方で、実際の利用率は1.9％にとどまっており、
マーケットとして大きなポテンシャルを秘めていることが分かる4。

日本における遠隔医療の規制緩和が恒久的なものになるのか本稿執
筆時の2021年2月時点では状況が不透明ではあるが、菅首相は
2020年4月から実施しているオンライン診療の特例を恒久化するよう
指示しており6、オンライン診療の全面解禁に向けた規制改革への期待
が高まっている。また、2020年9月を予定していたオンラインでの服
薬指導も2020年2月に前倒しで解禁となり、処方に関しても2020年
4月の事務連絡でファクシミリ等を活用した方法が認められるなど7、
オンライン診療の後工程となる処方・調剤におけるオンライン化も併
せて進む機運が高まっている8。
また、LINEヘルスケアが新規にオンライン診療の領域に参入し9、従
前から同領域に取り組んでいたメドレーやMICINもより一層力を入れ
て取り組みを開始している10。その他にも、診療の後工程のオンライン
調剤配送領域でも、調剤薬局や配送事業企業に加え、他業種も含む多
くの企業が事業を開始しており、またドローンやモビリティ、さらにはブ
ロックチェーンを使った配送の実証実験も各地で行われるなど、関連
市場が活況となっている。

本稿では、このような状況の中でオンライン診療および周辺領域でどの
ような点に留意し、ビジネスを組み立てるかのポイントを整理した上で、
日本でのビジネスチャンスについて触れていきたい。

オンライン診療
日本の視点：オンライン診療および周辺ビジネスの可能性
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図表7-1　オンライン診療等の認知率と利用率 5

出所：デロイト トーマツ「『コロナ禍での国内医療機関への通院状況・オンライン診療の活用状況』に関するアンケート調査結果」を基に作成
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ビジネス展開のポイント
オンライン診療領域におけるビジネス展開のポイントとしては、体験面
（ユーザー起点での体験の確立）、仕組み面（バリューチェーンの垂直
統合および、専業プレイヤーとの連携による、データ連携基盤の確立と
データの活用）そして制度・規制面（公的保険制度によるインセンティ
ブ面、ならびにプログラム医療機器等に関する認証等の動向の理解）
が挙げられる。
Doctor to Patientの領域において、前述のようにオンライン診療の
認知率43.9％と実際の利用率1.9％には大きな乖離がある11。様々な
障壁が考えられるが、利用者視点から最も重要となるのは体験面、ユー
ザー体験の確立である。診断から治療までの一連のプロセスにおいて、
オンライン診療で対面で期待する診療と同等のもの（少なくとも患者の
困りごとを解決するもの）を受けることが可能だと実感できなければ、
浸透は限定的になると考えられる。この観点では、オンライン診療でそ
もそも対応することが可能となる診療の幅、問題なく対応できる医療
従事者の幅、という論点に加え、診療から処方・服薬に至るまでのプ
ロセスをいかに利用者にとってストレスが少なく心地よいものにできる
かというサービス設計の点も重要なポイントとなる。
次に仕組みとして、バリューチェーンの垂直統合、特にオンライン診療
とそれ以降の後工程との統合や連携を検討することも重要となる。後
述するが、米国のAmazonはAmazon CareというB2B向けのオン
ライン診療サービスを展開する傍ら、後工程の処方・調剤の事業も手
掛け 12、服薬管理やウェアラブルによるヘルスケアサービスまでを提供
し13,14、バリューチェーンを垂直方向に拡大している。オンライン診療
が診療以降のサービスの起点になるため、垂直統合により一貫した
ユーザー体験が可能になるとともに、事業者側としては新たな収益源
を開発することができる可能性が高い。仕組みの構築では、診療に必
要なデータ連携基盤の確立およびデータの活用も重要なテーマである。
オンライン診療のデータは、後工程の薬やヘルスケアのデータと合わ
せて活用することにより、疾病と服薬、疾病とPHR（パーソナル・ヘル
ス・レコード）の関係を明らかにし得る非常に価値の高い情報となる。
ユーザーのプライバシーに配慮しながらも、データと適切に連携できる
基盤を構築することにより、新たなビジネス機会や社会的便益を生む
ことができる可能性があることも検討する必要がある。
最後に、制度・規制面の動向をおさえることの重要性を忘れてはなら
ない。日本の場合であれば、出来高払いで単価が規定される公的保険
償還制度が、オンライン診療を活用する上でのインセンティブに影響を
及ぼす可能性があること、また、現状よりも幅広い疾患でオンライン診
療が可能になるためには、投薬以外での治療を可能にするプログラム
医療機器等の展開が必須になるが、その認証に関する政府の動向など
もオンライン診療普及のスピードに影響を与えることを理解する必要
がある。

ユーザー起点での体験の確立
上述のデロイトの日本での調査結果にもあるように、COVID-19のパ
ンデミック中はオンライン診療によって「院内感染を防ぐ」「外出を自粛
する」ことを期待する、という回答が多く、全体の1/3を占めている15。
診療はオンラインであるが、処方および薬の受け取りは薬局に行かな
ければならないとすれば、そもそものユーザーの期待が損なわれるこ
ととなる。また、ユーザーは診療後すぐに服薬したいと考える。いかに
診療から服薬までをオンラインで短期間に完結できるかも大きなポイン
トとなると言える。

また、医療の質の面ではオンライン診療はユーザーからの期待が得ら
れていない状況であり16、これが普及の障壁となっていることも想定さ
れる。医療の質をどう向上させていくかについては、米国のオンライン
診療大手のTeladocが、オンラインケア大手のLivongoを買収し連携
を開始したことが参考になる17。Livongo社は慢性疾患の患者に計測
機器を提供し（例えば糖尿病向け患者に血糖測定器を貸与し、患者が
自ら定期的に血糖値を計測する）、そのデータをもとにAIによるデータ
ヘルスソリューションを提供するビジネスモデルを展開している。同買
収は、オンライン診療において、補完的な問診データや様々なヘルスケ
アデータを活用することにより、オンラインケアの質を高めることを狙っ
たものである。また、その他にもヘルスケアデータの利用がオンライン
診療の質を高める多くの事例が報告されている18。継続的に記録され
ているPHRなどのヘルスケアデータを基にした診療を行い、医療の質
を向上させ、ユーザーの期待に応えることには検討の余地があると考
えられる。
オンライン診療の活用方法として、D2D（Doctor to Doctor）と呼ば
れる医療従事者間の仕組みにより医療の質を担保する方法も有効と考
えられる。例えば症例豊富な専門医が患者のそばにいる相対的に当該
領域の専門性が高くない医師の診療を支援するものなどがその例であ
る。日本国内ではアルム社の Joinなどがその例になるが 19、例えばデ
ンマークであれば、救急車と医療機関のシステム連動させるオンライン
診療の活用方法もある20。

バリューチェーンの垂直統合およびデータ連携基盤の確立と 
データの活用
一貫したユーザー体験を確立するためにも、ビジネス上の収益機会を
拡大する上でも、オンライン診療とそれ以降の後工程との垂直統合や、
専業プレイヤーとの連携といったビジネス上の仕組みの構築が重要で
ある。オンライン診療は後工程の調剤薬局の立場から見れば顧客タッ
チポイントの起点であり、オンライン診療により門前薬局の概念が無く
なるため、処方箋を差配するオンライン診療のプレイヤーとどう付き合
うかが生命線となる。また、診療から服薬までをカバーすることにより、
適切な再診のタイミングをレコメンドすることも可能になり、診療から
調剤、服薬までの循環を生むことができる可能性もある。
日本では、オンライン診療プレイヤーを中心に、医療機関・関係団体
や調剤薬局などの専業プレイヤーとの連携が進んでいる。オンライン診
療サービスを提供するメドレーは、調剤薬局向けにオンライン服薬指
導、処方箋のネット受付、キャッシュレス決済等の機能を利用できる
「Pharms」の提供を行っている。調剤薬局はオンライン診療に基づく
処方箋情報をオンラインで入手し、患者に服薬指導を行う。患者は、オ
ンライン診療、服薬指導、処方薬の配送受け取りを自宅にいながら行
うことができる21。
またLINEは2019年にオンライン診療に参入するにあたって、臨床医
の約9割にあたる27万人以上の医師会員、日本の薬剤師の半数超に
あたる16万人以上の薬剤師の会員基盤を持つエムスリーと連携し、
LINEヘルスケアを設立した 22。2020年11月にLINE上で診察予約か
ら決済までを完結できるLINEドクターをローンチしている。加えて、
2021年度中のオンライン服薬指導のサービス開始を発表している23。
このように異業界の連携でバリューチェーンの多くをカバーする動きが
ますます活況となると考えられる。
以上のように日本ではオンライン診療を起点にした調剤・服薬指導と
の連携が進んでいるが、米国では調剤領域のプレイヤーがさらに踏み
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込んで垂直統合を行っており、各バリューチェーンから得られたデータ
を複合的に活用する動きが活況である。
米国では、調剤大手CVSが、保険診療にも対応した全米1100ヵ所で
運営している診療所MinuteClinicをオンラインでも展開し、オンライ
ン診療領域にも参入した 24。2018年に医療機関も手掛ける大手健康
保険会社のAetna（エトナ）を買収し、2019年には診療、薬、調剤、
医療アウトカムのデータを統合するデータプラットフォームの構想を発
表している25。なおこの事例は保険会社であるAetnaが運営すること
で収益主体が一本化されており、インセンティブを一致させる保険償還
の観点からも参考になる。AetnaはAppleと提携し、保険プログラム
の対象者に対してApple Watchを活用し、パーソナライズされた健康
増進プログラムを設定し、投薬、クリニックの受診を薦めるAttainとい
うアプリをローンチしている26。このように従来のバリューチェーンをま
たぐデータ連携および連携データを活用したサービスによる、今までに
ない形でのユーザーへの価値提供が開始されている。
Amazonは、2018年にオンライン薬局のPillPackを買収し調剤薬局
領域から医療業界に参入した 27。2019年にB2Bオンライン診療サー
ビスのAmazon Careを開始し、Alexaによる服薬管理を実施して領
域を拡張している。加えて、独自のウェアラブル機器として開発した
Haloを活用して、ユーザーIDに紐つけてEHR（電子健康記録）、薬剤、
服薬管理、PHRが取得可能な環境を整えている28。Amazonは
HealthLakeというAWSをベースにしたPetabyteレベルのデータを
貯蔵し、加工し、分析できるデータプラットフォームを発表し、データの
活用に関してますます意欲を見せている29。今後、連携されたデータを
基に、より質の高いサービスが提供されることが期待される。
日本でも政府が主導するデータヘルス改革により、2022年の夏までの
間に段階的に検診、薬剤、PHRデータが個人単位で管理されるように
なり、本人同意のもと関係者が閲覧可能な状態となる30。どの程度デー
タ様式が統一され、利用可能性の高いものになるかなど不透明な点も
多いが、PHRなどのヘルスレコードと疾病、薬剤の情報が結びつき、
疾病と服薬、疾病とPHRの関係がより明らかになる可能性がある31。
ここまで見てきたように、EHR、薬、服薬、PHRを統合的に活用するこ
とで、医療サービスの質が向上することが期待され、この点を踏まえた
サービス設計の在り方を検討することが今後の競争優位性を構築する
にあたり重要になる可能性があると考えられる。

オンライン診療の普及につながる政策・規制動向の理解
体験面ならびに仕組み面だけを構築すれば、ビジネスが成立するかと
いうとそうではなく、政策・規制動向を継続的に注視し、取り組みを行っ
ていくことが重要になる。よく言われることであるが、例えば欧州の多く
の国は税負担により医療制度が運営されており、保険者と医療提供者
に同一の財政インセンティブが働く一方、日本の場合では、保険者は
公的制度、医療提供者は民間を含むということから、例えばオンライン
診療の点数をあげると、「医師は喜ぶが、患者負担と保険者負担が増
える」一方で、オンライン診療を対面と比較して点数を下げると、「患者
や保険者は喜ぶが、医師には導入のインセンティブがなく、対面を訴求
するようになる」など、利益相反が発生しかねない。このあたりを規制
当局と産業と医療がどのようにルール形成するかが、オンライン診療の
普及のスピードに影響を与えると考えられる。
また、オンライン診療においては、自宅等のオンライン診療の受け手の
環境において、どれだけ医療で用いることが可能な医療機器、情報が
あるかが診断・治療の幅を規定する上で重要な要素になりうる。例え

ば米国には、XRHealth社が開発した、AR/VRを遠隔診療で用いるこ
とでうつ病等の治療に用いるFDA認証された機器があり、一部の医療
保険でもカバーされている32。日本では、規制改革推進会議の医療・
介護ワーキング・グループの中で、「デジタル技術を活用した新規医療
機器・医薬品の円滑・迅速な開発・導入を可能にする承認基準・運
用の見直しに取り組む」とするなど、取り組みを進めていく方針である
ことが見て取れる33。
これらの政策・規制動向については、業界団体等を通じて一定の影響
を与えうる可能性があるものとそうでないもののそれぞれがあると考え
られるが、いずれにせよ、動向を注視して必要な取り組みを行うことは
重要であると考えられる。

超高齢化社会におけるオンライン診療への期待
オンライン診療の活用シーンは様々なものが想定されるが、特に日本
においては高齢化社会におけるオンライン診療の活用に期待したい。
日本は言わずと知れた高齢化先進国である。2040年の高齢者の割合
は36％ 34に達し、特に重症化患者の負担が重くなる医療費、介護費
を中心とした社会保障給付費用は約190兆円にのぼると試算されて
おり、予防を中心とした 35効率的医療・介護による地域包括ケアを実
現することにより、医療費を削減することが必要になってくる。また、医
療機関、介護施設および医師の不足や高齢者の免許返納により、医療
機関で医療を受けることができない医療難民が増加することが深刻な
社会問題として指摘されている36。このような背景から、在宅での予防
を中心としたオンライン診療を起点として、医療機関、介護施設が連動
する地域包括ケアシステムの構築が望まれる。
このためにはやはり、ここまで見てきたユーザー起点での体験の確立、
データ統合の基盤確立、医療従事者、ユーザー、保険制度運用側のイ
ンセンティブを一致させる規制・制度の確立が重要となる。
ユーザー体験の観点からは、先行する米国では高齢者へのオンライン
診療普及の兆しがみえている。米国のAmerican Telemedicine 
Associationによる実証実験においては、適切なオンライン診療が約
38万のER（救急外来）への搬送を削減し、687万の医療機関への訪
問を削減し、数百億円の医療費削減効果があると試算されている37。
また北カリフォルニアでは、オンライン診療を有効に活用し、心疾患、
肺疾患、糖尿病による入院を減らしながら、在宅での生活をサポートす
ることに成功している事例が報告されている。オンライン診療が予防を
中心に機能し、重症化を防止し、医療機関訪問数減少、医療費削減に
貢献する事例が出てきている38。日本でも従来、高齢者のオンライン診
療利用の障壁として指摘されてきたインターネットおよびスマートフォ
ンの普及状況においても利用率が高まりつつあり、高齢者がオンライン
診療を活用する環境が整い始めている（図2）39。米国の事例を参考に
しつつ、在宅でのオンライン診療を地域包括ケアに含めるモデルの検
討を進めることが重要になるのではないだろうか。
データ連携については、海外ではオンライン診療、地域包括ケアにお
けるスムーズなデータ連携が大きな治療・介護効果を上げ、費用を削
減する事例が注目を集めている40。日本でも、2022年の夏までに予定
されるデータ基盤整備により、在宅、介護施設、医療機関の間でも医
療情報を連携した効果的、効率的な医療、介護が実現可能になること
が想定される。ますますのデータ連携や活用を前提に、在宅での予防
を目的としたオンライン診療によるサービス提供が促進されることに期
待したい。
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インセンティブの一致については、米国のPACEモデルやスペインの
Valenciaモデルなどで展開される、地域内の被保険者の数に応じて
予め地域包括ケアの財源を割り当てるCapitation Modelが参考にな
る41,42。同モデルでは、域内のコストを下げることにより域内の医療従
事者が収益を得る仕組みになっており、各プレイヤーが高齢者に対し
て重症化を予防するインセンティブを持つことになる。日本でも介護保
険の財源の一部をCapitation Modelにより地域包括ケアに振り向け
るなど、各プレイヤーが財政インセンティブを持ち新たな仕組みを構築
することを目指してはどうだろうか。
世界各地で様々なモデルが出てきているものの、在宅でのオンライン
診療を活用した地域包括ケアのモデルはまだまだ開発段階にある。高
齢化社会の先進国である日本発で、オンライン診療による在宅での診
療を中心とした、受診者の健康状態の悪化や通院を減らしつつ医療費
削減を実現する地域包括ケアシステムを実現することに期待したい。
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